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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税（以下、消費税とは地方消費税を含む。）を含んでおりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、１株当たり中間（当期）純損失が計上されてい

るため記載しておりません。 

３．第20期は決算期変更により平成16年10月１日から平成17年８月31日までの11ヶ月となっております。 

回次  第19期中 第20期中 第21期中 第19期 第20期 

会計期間 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
10月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
９月１日 
至平成18年 
２月28日 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成16年 
10月１日 
至平成17年 
８月31日 

売上高（千円） 8,225,076 7,450,577 9,632,449 11,773,115 15,810,531 

経常利益または損失（△） 

（千円） 
△4,427,126 △324,445 △349,234 △7,812,689 289,075 

中間（当期）純損失（千円） 4,500,489 3,887,886 405,263 17,818,093 4,237,225 

純資産額（千円） 188,548 △2,971,834 444,800 △13,129,826 687,942 

総資産額（千円） 33,254,902 25,908,873 21,988,058 26,632,339 20,102,387 

１株当たり純資産額（円） 11.20 △42.05 5.14 △780.07 8.00 

１株当たり中間（当期）純損失

（円） 
404.28 91.85 4.68 1,274.36 72.29 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 0.6 △11.5 2.0 △49.3 3.4 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（千円） 
△10,893,790 △8,656,283 △2,910,260 △12,056,458 △8,323,183 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（千円） 
13,774 4,451 79,502 △29,662 68,990 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（千円） 
12,810,679 9,118,536 2,695,965 13,306,622 5,073,076 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
5,852,069 5,625,068 1,857,418 5,165,439 1,986,222 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］(人) 

205 

[28]

205 

[28]

214 

[28]

203 

[32]

210 

[28]



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税を含んでおりません。 

２．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

回次 第19期中 第20期中 第21期中 第19期 第20期 

会計期間 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
10月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
９月１日 
至平成18年 
２月28日 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成16年 
10月１日 
至平成17年 
８月31日 

売上高（千円） 6,826,028 5,973,436 8,015,081 8,823,807 13,067,869 

経常利益または損失（△） △4,675,294 △494,628 △617,553 △8,207,142 1,373 

中間（当期）純損失（千円） 4,667,716 3,990,197 457,380 18,146,983 4,471,756 

資本金（千円） 5,436,964 12,436,964 1,076,923 5,436,964 14,430,956 

発行済株式総数（株） 16,831,852 70,678,006 86,608,121 16,831,852 86,016,405 

純資産額（千円） 233,172 △3,191,184 41,113 △13,246,865 336,373 

総資産額（千円） 32,458,127 25,390,194 20,966,955 26,003,367 19,572,245 

１株当たり中間（年間）配当額

（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 0.7 △12.6 0.2 △50.9 1.7 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］(人) 

140 

[19]

135 

[18]

134 

[16]

131 

[24]

140 

[18]



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）従業員数は就業人員（契約社員22人、グループ外から当社グループへの出向社員25人を含んでおります）であ

り、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます）は（ ）内に当中間連結会計期間の

平均人員を外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（契約社員９人、グループ外から当社への出向社員20人を含んでおります）であり、臨時雇

用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます）は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数

で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 現在、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年２月28日現在

事業部門名 従業員数（人） 

映像コンテンツプロバイダー事業 109 （13） 

放送事業 17 （2） 

出版事業 48 （6） 

マーケティング＆システムソリューション事業 12 （1） 

管理部門 28 （6） 

合計 214 （28） 

  平成18年２月28日現在

従業員数（人） 134( 16) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)当期の業績 

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、雇用情勢の改善、個人消費の持ち直しなど、明るい兆しが見え、

景気は一部に弱い動きがあるものの緩やかに回復に向けた動きが見られるようになりました。 

このような経営環境の下、当社グループの当中間連結会計期間の売上高は、96億32百万円（前年同期比29.3％

増）と増収となりましたが、営業損益につきましては、「オペラ座の怪人」、「きみに読む物語」といったヒット

作が公開された前年同期と比較して減益となり、１億72百万円の損失（前年同期は４億42百万円の利益）となりま

した。経常損益につきましては、借入金の返済に伴う支払利息の負担減などの要因はありましたが、３億49百万円

の損失（前年同期は３億24百万円の損失）となりました。また、中間純損失は、関係会社株式売却益等の特別利益

及び劇場公開中止損失等の特別損失を計上したことにより、４億５百万円（前年同期は38億87百万円の損失）とな

りました。 

事業部門別の売上高の状況は以下のとおりであります。 

＜映像コンテンツプロバイダー事業＞ 

[映画配給事業] 

当中間連結会計期間の映画配給事業は、「頭文字Ｄ ＴＨＥ ＭＯＶＩＥ」、「シン・シティ」、「私の頭の中の

消しゴム」他計７作品を新規全国チェーン公開しました。ミニシアター向けには、「ＲＩＺＥ<ライズ>」他計６作

品を新規に公開しました。 

「私の頭の中の消しゴム」は日本で公開された韓国映画史上興収№１を記録し、2005年度洋画興収ランキングの

ベスト10に入る大ヒットとなりましたが、もう一方の注力作品「シン・シティ」は計画に届きませんでした。 

 その他全国チェーン公開作品、ミニシアター公開作品も堅調ではありましたが、「オペラ座の怪人」、「きみに

読む物語」が公開された前年同期と比較して減額となりました。 

その結果、当事業の売上高は29億16百万円（前年同期比26.4％減）となりました。 

[映像版権事業] 

当中間連結会計期間の映像版権事業は、市場の構造変化が進み、2005年12月のセルＤＶＤの出荷数が前年を下回

るという状況の中、全国主要大型公開作品のＤＶＤ発売として「きみに読む物語」、「Ｓｈａｌｌ ｗｅ Ｄａｎｃ

ｅ？ ～シャル・ウィ・ダンス？～」、「サハラ－死の砂漠を脱出せよ」を、単館拡大公開作品として「皇帝ペンギ

ン」、「ヒトラー」、「頭文字Ｄ ＴＨＥ ＭＯＶＩＥ」といった劇場ヒット作品を中心とする売上となりました。

 また、ビデオ自社発売については、９月に発売した「マスク２」を中心とし14作品の発売を行い、順調に売上

げ、業績に貢献しております。 

その結果、当事業の売上高は50億92百万円（前年同期比153.5％増）となりました。 

＜放送事業＞ 

当中間連結会計期間の放送事業は、当事業を取り巻くＣＳ放送業界においては、ケーブル各局がデジタルサービ

スを拡大する中、Ｊ:ＣＯＭを中心とする大手統括会社による中小の再編が進められ、また「スカイパーフェクＴ

Ｖ！」では４年振りに選択性ベーシックパックの導入やＦＴＴＨ（※）での一戸建て住宅向け配信サービスが開始

されるなど大きな動きが続きました。 

 このような環境の中、番組編成をこれまでの劇場公開映画やＤＶＤの情報番組のみならず、月に30本の映画本編

を追加するなど総合映画エンタメチャンネルとしてリニューアルさせたことにより、ケーブルＴＶ局ならびに「ス

カイパーフェクＴＶ！」での配信世帯数を順調に伸ばし、それによるＣＭ広告の受注も増加致しました。 

 しかしながら、加入者数の伸び悩みにより損失が膨らんでいた「スカパー！110」より2005年９月に撤退したこと

に加え、前年同期に単発の大きなライセンス売上が計上されていたことにより、当該事項にかかる売上高は減少し

ております。 

その結果、当事業の売上高は、５億76百万円（前年同期比14.4％増）となりました。 



＜出版事業＞ 

当中間連結会計期間の出版事業は、主力商品である月刊「ビデオ・インサイダー・ジャパン」、及び月刊「ＤＶ

Ｄナビゲーター」が大きく依存する映像パッケージのマーケットで、急速に停滞感が強まるという厳しい市況を迎

えています。レンタルのマーケットではＴＳＵＴＡＹＡ、ＧＥＯによる寡占化が進み、セルの市場では売上の頭打

ち感が店舗、メーカーを支配しています。しかしながら編集・営業の努力が結実し、高い信頼と評価を勝ち得たこ

とで、引き続き広告料収入の高い成長を実現する事ができました。この他、新規事業として一般書店売り雑誌とし

てのトライアルとなる季刊「ＦｏｏｔＢａｌｌ ＬＩＦＥ」を創刊いたしました。 

 また、連結子会社である株式会社キネマ旬報社におきましても、「キネマ旬報」臨時増刊号の積極的な展開等に

より、前年同期実績を上回る事ができました。 

その結果、当事業の売上高は、９億99百万円（前年同期比8.4％増）となりました。 

＜マーケティング＆システムソリューション事業＞ 

当中間連結会計期間のマーケティング＆システムソリューション事業は、“リサーチ＆マーケティング”を中心

とした活動により、堅調に推移いたしました。 

  映像に関わるコンテンツ産業全般におきましては、製作・買付、流通、小売等のすべての流れの中で相乗効果が

発揮できるよう支援して参りました。 

 また、宣伝に関わる分野では映画マーケティング事業で培った知材を活用し、一般分野へも拡大、弊社事業基盤

の拡大強化を図って参りましたが、前年同期と比較して減額となりました。 

その結果、当事業の売上高は46百万円（前年同期比15.0％減）となっております。 

 ※ ＦＴＴＨ・・・（Ｆｉｂｅｒ Ｔｏ Ｔｈｅ Ｈｏｍｅ） 

   光ファイバーケーブルを家庭まで引き込み、動画映像や超高速データ等の高広帯域情報を送受信できるよ 

   うにすること。 



(2)キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、連結子会社の株式を一部売却した

こと及び金融機関からの短期借入金の増加がありましたが、税金等調整前中間純損失が３億41百万円となったこと

及び投資有価証券を取得したことにより資金が減少したため、前連結会計年度末に比べ１億28百万円減少し、当中

間連結会計期間末には18億57百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、29億10百万円（前年同期比57億46百万円減）となりました。これは、主に税金

等調整前中間純損失が３億41百万円となったこと及び未収入金が17億１百万円増加したことなどによるものであり

ます。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は、79百万円（前年同期比75百万円増）となりました。これは、主に投資有価証券

の取得による支出６億円及び連結子会社株式の売却による収入６億60百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、26億95百万円（前年同期比64億22百万円減）となりました。これは、主に短期

借入金の純増加額41億１百万円及び長期借入金の返済による支出15億59百万円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当社グループは、劇場権、ビデオ版権、テレビ版権等の映像使用権を主に海外から単独又は他社と共同で購入

しております。また、当社グループがプロデュースを行い、制作工程のすべてを他社に委託して制作したコンテ

ンツを完成品として単独又は共同で購入しております。 

当中間連結会計期間の仕入実績を事業部門別に示すと、次の通りであります。 

（注）上記の金額には、消費税は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社グループは受注生産を行っておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税は含まれておりません。 

事業部門別 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前年同期比（％） 

映像コンテンツプロバイダー事業（千円） 6,006,976 131.2 

放送事業（千円） 355,211 93.1 

出版事業（千円） 512,894 115.0 

マーケティング＆システムソリューション事業（千円） 9,496 20.2 

合計（千円） 6,884,579 126.2 

事業部門別 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前年同期比（％） 

映像コンテンツプロバイダー

事業 

映画配給事業（千円） 2,916,295 73.6 

映像版権事業（千円） 5,092,815 253.5 

小計（千円） 8,009,111 134.2 

放送事業（千円） 576,798 114.4 

出版事業（千円） 999,745 108.4 

マーケティング＆システムソリューション事業（千円） 46,793 85.0 

合計（千円） 9,632,449 129.3 



３【対処すべき課題】 

 当社グループは、当社グループの主要な経営資源である映像使用権の有効活用を図るため、日本～アジア～世界を

結ぶトータル映像コンテンツプロバイダを目指し、より良質な映像コンテンツの買付及び販売を事業目的としており

ます。今後においてもこのような事業目的達成のため、下記のような事項に取り組んでいく方針であります。 

1）当社グループは、メディア・コンテンツ・カンパニーを目指すＵＳＥＮグループの一員として、より幅広く宣伝 

 や告知を重ねて、映画ファン人口の底上げを図ってまいります。 

2）コンテンツ業界のインターネットＴＶ分野が拡大しつつある中で、ＶＯＤ（※）権の販路拡大の可能性が広がっ

てきており、当社グループは、株式会社ＵＳＥＮの提供する無料ブロードバンド放送サービス「ＧｙａＯ」という大

きなコンテンツ販売先を足がかりに、ＵＳＥＮグループとのシナジーを最大限に発揮してまいります。 

3）自社で映画製作を行い、日本発の新しい作品を世界へ提供することで販売チャンネルを増やし、今以上の幅広い 

 収益機会を獲得してまいります。 

  

   ※ ＶＯＤ・・・（Ｖiｄｅｏ Ｏｎ Ｄｅｍａｎｄ） 

    ユーザーが見たい時に、見たい番組を選択し、視聴できるサービス。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 特に記載すべき事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、特に記載すべき事項はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、特に記載すべき事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」は、平成18年５月１日以降提出日までの新株予約権の権利行使（旧商法に基づき発行され

た新株引受権の権利行使を含む。）により発行されたものは含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 156,000,000 

計 156,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 
発行数（株） 

（平成18年２月28日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成18年５月30日） 

上場証券取引所名又は登録
証券業協会名 

内容 

普通株式 86,608,121 86,608,121 
大阪証券取引所 

(ヘラクレス市場) 
－ 

計 86,608,121 86,608,121 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 提出会社に対して新株の発行を請求できる権利（旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権によるストッ

クオプション）に関する事項は、次のとおりであります。 

（平成13年12月26日定時株主総会決議） 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年２月28日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年４月30日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 105,000 105,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 574 574 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年12月27日 

至 平成18年12月26日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価額  574 

資本組入額  287 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても

当社の取締役または従業

員であること。ただし、

対象者が当社の取締役ま

たは従業員の地位を喪失

した後、当社ならびに当

社の子会社及び関連会社

の取締役、監査役または

従業員のいずれかの地位

を得た場合はこの限りで

はない。 

新株引受権を付与され

た者が死亡した場合は、

当該者の権利は消滅する

ものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡、質入その他一切

の処分及び相続は認めら

れない。 

同左 



② 提出会社に対して新株の発行を請求できる権利（旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づく新

株予約権によるストックオプション）に関する事項は、次のとおりであります。 

（平成14年12月20日定時株主総会決議） 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年２月28日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年４月30日） 

新株予約権の数（個） 2,400 2,300 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 240,000 230,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 466 466 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年12月21日 

至 平成21年12月20日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価額  466 

資本組入額  233 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても

当社の取締役、監査役ま

たは従業員であること。

ただし、対象者が当社の

取締役、監査役または従

業員の地位を喪失した

後、当社ならびに当社の

子会社及び関連会社の取

締役、監査役または従業

員のいずれかの地位を得

た場合はこの限りではな

い。 

新株引受権を付与され

た者が死亡した場合は、

当該者の権利は消滅する

ものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡、質入その他一切

の処分及び相続は認めら

れない。 

同左 



③ 新株引受権の残高、行使価格及び資本組入額は次のとおりであります。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１.新株予約権の行使 

      発行価格 260円 

          資本組入額 130円 

    ２.資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。 

    ３.資本金の減少は欠損てん補によるものであります。 

  

銘柄 
（発行年月日） 

当中間会計期間末現在 
（平成18年２月28日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年４月30日） 

新株引受権の
残高（千円） 

行使価格 
（円） 

資本組入額 
（円） 

新株引受権の
残高（千円） 

行使価格 
（円） 

資本組入額 
（円） 

第８回無担保新株引受

権付社債 

（平成８年10月31日） 

8,118 369 184.5 8,118 369 184.5 

第９回無担保新株引受

権付社債 

（平成８年10月31日） 

369 369 184.5 369 369 184.5 

第10回無担保新株引受

権付社債 

（平成９年10月31日） 

1,107 369 184.5 1,107 369 184.5 

第11回無担保新株引受

権付社債 

（平成10年11月10日） 

2,214 369 184.5 2,214 369 184.5 

第12回無担保新株引受

権付社債 

（平成12年９月11日） 

18,450 369 184.5 18,450 369 184.5 

第15回無担保新株引受

権付社債 

（平成12年９月11日） 

1,131 377 188.5 1,131 377 188.5 

第16回無担保新株引受

権付社債 

（平成12年９月11日） 

754 377 188.5 754 377 188.5 

第17回無担保新株引受

権付社債 

（平成12年９月11日） 

1,885 377 188.5 1,885 377 188.5 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年９月12日

（注１）  
591,716 86,608,121 76,923 14,507,879 76,923 9,070,914 

平成17年11月25日

（注２）  
－ 86,608,121 － 14,507,879 △8,993,991 76,923 

平成17年12月31日

（注３）   
－ 86,608,121 △13,430,956 1,076,923 － 76,923 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,500株（議決権25個）含まれ

   ております。 

  平成18年２月28日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ＵＳＥＮ 東京都千代田区永田町２－１１－１ 52,024 60.06 

依田 巽 東京都港区 13,313 15.37 

株式会社レントラックジャパ

ン 
東京都渋谷区恵比寿４－２０－３ 4,437 5.12 

ドイチェバンクアーゲーロン

ドンピービーディーケー ア

ールサウンドショアフィッシ

ャー658 常任代理人 ドイ

ツ証券株式会社 

東京都千代田区永田町２－１１－１ 1,961 2.26 

増田 宗昭 大阪府枚方市 1,805 2.08 

オンキョー株式会社 大阪府寝屋川市日新町２－１ 1,797 2.07 

株式会社バンダイナムコホー

ルディングス 
東京都港区港南２－１６－２ 600 0.69 

エイベックス・グループ・ホ

ールディングス株式会社 
東京都港区南青山３－１－３０ 500 0.57 

株式会社セガ 東京都大田区羽田１－２－１２ 497 0.57 

藤村 哲哉 東京都千代田区 454 0.52 

計 － 77,391 89.36 

  平成18年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    300  － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 86,606,600 866,066 － 

単元未満株式 普通株式    1,221 － － 

発行済株式総数 86,608,121 － － 

総株主の議決権 － 866,066 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

 （1）退任役員 

  

  平成18年２月28日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社ギャガ・コ

ミュニケーションズ 

東京都千代田区永田

町２－１１－１ 
300 － 300 0.0 

計 － 300 － 300 0.0 

月別 平成17年９月 10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 

最高（円） 500 460 440 480 500 439 

最低（円） 420 410 420 418 401 370 

役名 職名 氏名 退任年月日 

監査役 － 佐々木 俊三  平成18年３月31日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

号のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。     

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３号のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。   

(3）当社は、平成16年12月17日開催の定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を９月30日から８月

31日に変更いたしました。 

 これに伴い、前中間連結会計期間及び前中間会計期間は平成16年10月１日から平成17年３月31日まで、当中間連

結会計期間及び当中間会計期間は平成17年９月１日から平成18年２月28日までとなっております。 

 なお、前連結会計年度及び前事業年度は、平成16年10月１日から平成17年８月31日までの11ヶ月間となっており

ます。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年９月１日から平成18年２月28日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）及び当中間会計期間（平成17年９月１日から平成18年２月28

日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年２月28日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金 ※２  5,625,068 1,857,418   1,986,222 

２．受取手形及び売
掛金 

※２  4,240,543 3,750,522   3,983,106 

３．たな卸資産 ※２  11,563,675 8,315,395   9,662,917 

４．前渡金 ※２  1,709,861 1,287,607   1,460,821 

５．繰延税金資産    121,800 153,023   153,023 

６．共同買付立替金    148,069 626,810   85,506 

７．未収入金    1,574,359 3,539,028   1,837,136 

８．その他    572,217 1,285,726   452,001 

９．貸倒引当金    △516,949 △316,050   △254,626 

流動資産合計    25,038,645 96.6 20,499,481 93.2   19,366,108 96.3

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資産 ※１  39,113 30,274   32,874 

２．無形固定資産    150,347 19,003   23,096 

３．投資その他の資
産 

         

   （1）破産更生債 
   権等 

  ―   1,058,344 1,059,930   

  （2）その他 ※２ 1,760,692   1,459,802 700,813   

   （3）貸倒引当金   △1,079,926 680,766 △1,078,849 1,439,297 △1,080,435 680,308 

固定資産合計    870,227 3.4 1,488,576 6.8   736,278 3.7

資産合計    25,908,873 100.0 21,988,058 100.0   20,102,387 100.0

           

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年２月28日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．買掛金    5,202,842 2,470,498   2,883,655 

２．短期借入金 ※２   13,223,900 8,743,000   5,259,150 

３．未払金    1,624,365 908,229   1,819,253 

４．前受金    4,118,842 3,075,938   4,020,043 

５．共同買付預り金    817,767 2,580,914   1,452,654 

６．賞与引当金    93,558 74,062   73,545 

７．返品調整引当金    58,305 81,569   55,053 

８．その他    692,678 1,117,095   835,236 

流動負債合計    25,832,260 99.7 19,051,307 86.6   16,398,592 81.6

Ⅱ 固定負債          

１．長期借入金 ※２  2,433,000 1,440,000   2,381,500 

２．退職給付引当金    62,418 63,648   64,538 

３．役員退職慰労引
当金 

   55,770 －   － 

４．その他    73,276 98,061   93,661 

固定負債合計    2,624,464 10.1 1,601,709 7.3   2,539,700 12.6

負債合計    28,456,725 109.8 20,653,017 93.9   18,938,292 94.2

           

（少数株主持分）          

少数株主持分    423,982 1.7 890,239 4.1   476,152 2.4

           

（資本の部）          

Ⅰ 資本金    12,436,964 48.0 1,076,923 4.9   14,430,956 71.8

Ⅱ 資本剰余金    7,000,000 27.0 76,923 0.4   8,993,991 44.7

Ⅲ 利益剰余金    △22,499,606 △86.8 △829,261 △3.8   △22,848,946 △113.7

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

   90,995 0.3 120,403 0.5   112,128 0.6

Ⅴ 自己株式    △188 △0.0 △188 △0.0   △188 △0.0

資本合計    △2,971,834 △11.5 444,800 2.0   687,942 3.4

負債、少数株主持
分及び資本合計 

   25,908,873 100.0 21,988,058 100.0   20,102,387 100.0

           



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    7,450,577 100.0 9,632,449 100.0   15,810,531 100.0 

Ⅱ 売上原価    5,453,919 73.2 8,232,581 85.5   11,555,807 73.1

売上総利益    1,996,658 26.8 1,399,868 14.5   4,254,723 26.9

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  1,554,248 20.9 1,572,294 16.3   2,968,783 18.8

営業利益又は営業
損失(△） 

   442,409 5.9 △172,426 △1.8   1,285,940 8.1

Ⅳ 営業外収益          

⒈ 受取利息   232   282 773   

⒉ デリバティブ利益   －   11,219 －   

⒊  為替差益   －   9,859 －   

⒋  保険解約返戻金    －   30,132 －   

⒌ その他   33,223 33,456 0.5 17,404 68,898 0.7 44,325 45,098 0.3

Ⅴ 営業外費用          

⒈ 支払利息   226,376   119,464 358,396   

⒉ 支払手数料   207,135   122,723 310,664   

⒊ 為替差損   72,886   － 62,415   

⒋ デリバティブ損失   222,885   － 207,041   

⒌ 新株発行費   16,712   230 33,906   

⒍ その他   54,314 800,311 10.7 3,287 245,706 2.5 69,540 1,041,963 6.6

経常利益又は経常
損失（△） 

   △324,445 △4.3 △349,234 △3.6   289,075 1.8

Ⅵ 特別利益          

⒈ 前期損益修正益   40,000   － 248,278   

⒉ 貸倒引当金戻入益   17,666   1,893 261,698   

⒊ 役員退職慰労引当
金戻入益 

  256,300   － 317,280   

⒋ 関係会社株式売却
益 

  － 313,966 4.2 304,089 305,982 3.2 － 827,256 5.2

Ⅶ 特別損失          

⒈ 前期損益修正損   475,480   － 901,713   

⒉ 固定資産除却損 ※２ 27,224   － 24,319   

⒊ 映像使用権等評 
 価損 

  2,705,060   － 3,686,961   

⒋ 過年度売上値引 
 及び売上戻り損 
 失 

  121,500   － 167,218   

⒌ 違約損害金   152,246   － 150,460   

⒍ 為替予約解約損   190,715   － 190,715   

⒎ 事業所移転費用   155,063   1,243 133,961   

⒏  劇場公開中止損
失  

  －   288,836 －   

９.  その他   － 3,827,291 51.4 8,274 298,355 3.1 125,055 5,380,405 34.0

  税金等調整前中間
（当期）純損失 

  － 3,837,770 △51.5 341,607 △3.5   4,264,073 △27.0

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

法人税、住民税及
び事業税 

  31,449   5,479 29,521   

法人税等調整額
(△貸方) 

  － 31,449 0.4 － 5,479 0.1 △127,206 △97,684 △0.6

少数株主利益    18,666 0.3 58,176 0.6   70,836 0.4

中間（当期）純損
失 

   3,887,886 △52.2 405,263 △4.2   4,237,225 △26.8



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     5,485,535 8,993,991   5,485,535

Ⅱ 資本剰余金増加高       

 増資による新株の発行   7,000,000 7,000,000 76,923 76,923 8,993,991 8,993,991

Ⅲ 資本剰余金減少高       

  欠損てん補による資本
剰余金減少高 

  5,485,535 5,485,535 8,993,991 8,993,991 5,485,535 5,485,535

Ⅳ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    7,000,000 76,923   8,993,991

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △24,097,255 △22,848,946   △24,097,255

Ⅱ 利益剰余金増加高       

  資本金取崩しによる利
益剰余金増加高 

  － 13,430,956 － 

  資本準備金取崩しによ
る利益剰余金増加高 

  5,485,535 5,485,535 8,993,991 22,424,948 5,485,535 5,485,535

Ⅲ 利益剰余金減少高       

 中間（当期）純損失   3,887,886 3,887,886 405,263 405,263 4,237,225 4,237,225

Ⅳ 利益剰余金中間期末
(期末)残高 

    △22,499,606 △829,261   △22,848,946

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純損失 

  △3,837,770 △341,607 △4,264,073

減価償却費   12,527 7,466 23,658

連結調整勘定償却額   23,725 ― 43,497

受取利息及び受取配
当金 

  △372 △882 △773

支払利息   226,376 119,464 358,396

デリバティブ利益   ― △11,219 ―

デリバティブ損失   222,885 ― 207,041

関係会社株式売却益   ― △304,089 ―

売上債権の増加額
（△）又は減少額 

  △337,367 232,583 △79,931

たな卸資産の増加額
（△）又は減少額 

  △2,597,121 1,347,522 △696,363

前渡金の減少額   879,567 173,214 1,128,607

立替金の増加額   ― △603,606 ―

共同買付立替金の増
加額(△)又は減少額 

  806,793 △541,304 869,355

未収入金の増加額
（△）又は減少額 

  1,891,204 △1,701,892 1,630,920

仕入債務の減少額   △2,223,092 △413,157 △4,716,615

未払金の減少額   △1,296,450 △824,347 △1,013,903

前受金の減少額   △1,020,711 △944,105 △1,119,510

預り金の増加額   ― 574,912 ―

共同買付預り金の増
加額又は減少額(△) 

  △1,269,254 1,128,260 △634,367

その他   62,871 △685,197 273,402

小計   △8,456,188 △2,787,983 △7,990,657

利息及び配当金の受
取額 

  383 880 785

利息の支払額   △181,201 △102,887 △304,624

法人税等の支払額   △19,277 △20,269 △28,686

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △8,656,283 △2,910,260 △8,323,183

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

投資有価証券の取得
による支出 

  ― △600,000 △10,000

連結子会社株式売却
による収入 

  ― 660,000 ―

有形固定資産の取得
による支出 

  △35,458 △489 △35,777

無形固定資産の取得
による支出  

  △4,787 △285 △7,866

保険積立金の返戻に
よる収入 

  64,758 37,184 69,013

その他   △20,061 △16,908 53,620

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  4,451 79,502 68,990

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増加
額（△純減少額） 

  △3,328,292 4,101,500 △10,883,842

長期借入金の返済に
よる支出 

  △1,536,400 △1,559,150 △1,997,100

株式の発行による収
入 

  13,983,287 153,615 17,954,077

その他   △58 ― △58

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  9,118,536 2,695,965 5,073,076

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  △7,074 5,989 1,899

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額又は減少額
（△） 

  459,629 △128,803 △3,179,216

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  5,165,439 1,986,222 5,165,439

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  5,625,068 1,857,418 1,986,222

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間連結会計期間 

 （自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 

 （自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 

 （自 平成16年10月１日 

至 平成17年８月31日） 

 当社グループは、平成16年12月27日及び平

成17年１月11日に合計で14,000,000千円の第

三者割当増資を実施し、株式会社ＵＳＥＮの

子会社となりました。また、金融機関にも引

続き支援をお願いし、収益力の改善及び財務

体質の強化に努めてまいりました。 

 しかしながら、映像使用権等評価損等の特

別損失の計上により、当中間連結会計期間に

おいて3,887,886千円の中間純損失を計上し

た結果、2,971,834千円の債務超過となり、

継続企業の前提に関する重要な疑義が存在し

ております。 

 当社は、当該状況を解消すべく、親会社等

による新株予約権の行使により、平成17年６

月20日に3,987,983千円を調達したため、当

面資金調達に支障は生じないものと考えてお

ります。 

 今後は、「中長期的な経営戦略」に記載の

とおり、中期経営計画(改革プラン)を実施

し、ＵＳＥＮグループの一員として収益力の

改善を図り、再建を目指してまいります。 

 なお、中間連結財務諸表は、継続企業を前

提として作成されており、このような重要な

疑義の影響を反映しておりません。 

 当社グループは、営業キャッシュ・フロー

のマイナスが継続しているとともに当中間連

結会計期間において営業損失が172,426千円

発生しており、当該状況により継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在しております。 

 当社は、当該状況を解消すべく、金融機関

に引き続き支援をお願いし、平成18年２月20

日付で総額9,600,000千円のコミットメント

ラインの契約の更新を行いました。 

 また、中長期的な経営戦略である「改革プ

ラン」に従い、買付け作品を厳選してより利

益率の高い作品に買付・配給を集中させるこ

とによってマーケティングの効率化や経費の

削減を図るとともに、近年成長が著しい邦画

作品の自社製作を開始したことにより収益力

の改善を見込んでおります。加えて、ＵＳＥ

Ｎグループの一員としてＵＳＥＮのサービス

であるブロードバンド無料放送「ＧｙａＯ」

での広告を始めとしたグループ各社のシナジ

ーを最大限に利用することによって中長期経

営戦略である「改革プラン」の達成に向けて

邁進いたします。 

 なお、当中間連結財務諸表は、継続企業を

前提として作成されており、このような重要

な疑義の影響を反映しておりません。 

  

  

  

  

 当社グループは、前連結会計年度において

17,818,093千円の当期純損失を計上した結

果、13,129,826千円の債務超過となり、継続

企業の前提に関する重要な疑義が生じており

ました。 

 当社は、当連結会計年度において平成16年

12月27日及び平成17年１月11日に合計で

14,000,000千円の第三者割当増資を実施し、

株式会社ＵＳＥＮの子会社となり、平成17年

6月20日に親会社等による新株予約権の行使

により、3,987,983千円の増資を実施いたし

ました。 

 また、金融機関にも引続き支援をお願いし

ており、収益の改善及び財務体質の強化に努

めてまいりました結果、当連結会計年度末で

は債務超過は解消されました。 

 しかしながら、経営陣を刷新し、ビジネス

モデルの変更や社内体制の再構築を図る過程

において過年度の資産の評価の見直しや整理

を進めていった結果、映像使用権等評価損等

の多額の特別損失を計上したことによって当

連結会計年度において4,237,225千円の当期

純損失を計上する結果となり、継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在しております。 

 当社グループは、このような状況を解消す

べく「対処すべき課題」に記載のとおり、買

付作品数を厳選し、より利益率の高い作品に

買付・配給を集中させることによってマーケ

ティングの効率化や経費の削減を図るととも

に、ＵＳＥＮグループの一員としてグループ

各社のシナジーを具現化して収益力の改善を

図ることによって中期経営計画「改革プラ

ン」の達成に向けて邁進いたします。 

 なお、連結財務諸表は、継続企業を前提と

して作成されており、このような重要な疑義

の影響を反映しておりません。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 ３社 

(2）連結子会社の名称 

(株)ギャガ・クロスメディ

ア・マーケティング 

(株)キネマ旬報社 

(株)ギャガ・デジタルブレイ

ン 

(1）連結子会社の数   ３社 

(2）連結子会社の名称 

    同左 

  

  

(1）連結子会社の数 ３社 

(2）連結子会社の名称 

同左 

  (3）非連結子会社の名称及び連結

の範囲から除いた理由 

Gaga America,Inc. 

(株)ギャガ・ミュージック 

(3）非連結子会社の名称及び連結

の範囲から除いた理由 

    同左 

  

(3）非連結子会社の名称及び連結

の範囲から除いた理由 

Gaga America,Inc. 

(株)ギャガ・ミュージック 

  非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、中間純損益及び利益剰余金等

は、いずれも中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないため

であります。 

  非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金等

は、いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないためであ

ります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社の名称 

Gaga America,Inc. 

(株)ギャガ・ミュージック 

(株)ビットワークス・ジャパ

ン 

(株)BBB 

(1）持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社の名称 

    同左 

  

  

  

(1）持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社の名称 

同左 

  (2）持分法を適用しない理由 

持分法を適用しない非連結子 

会社及び関連会社は、中間純損 

益（持分に見合う額）及び利益 

剰余金（持分に見合う額）等か 

らみて、持分法の対象から除い 

ても中間連結財務諸表に及ぼす 

影響が軽微であり、かつ全体と 

して重要性がないため持分法の 

適用の対象から除外しておりま 

す。 

(2）持分法を適用しない理由 

      同左 

(2）持分法を適用しない理由 

持分法を適用しない非連結子 

会社及び関連会社は、当期純損 

益（持分に見合う額）及び利益 

剰余金（持分に見合う額）等か 

らみて、持分法の対象から除い 

ても連結財務諸表に及ぼす影響 

が軽微であり、かつ全体として 

重要性がないため持分法の適用 

の対象から除外しております。 

  

３．連結（中間）決算日の変 

  更  

─────── 

  

─────── 

  

 当社は、親会社である株式会社

ＵＳＥＮとの効率的な経営計画の

策定と決算業務の効率化を図るた

めに、平成16年12月17日開催の定

時株主総会により、決算日を９月

30日から８月31日へ変更いたしま

した。 

 これに伴い、当連結会計年度は

平成16年10月１日から平成17年８

月31日までの11ヶ月となっており

ます。 

 なお、連結子会社３社の決算期

についても、決算業務の効率化を

図るために、決算日を９月30日か

ら８月31日にそれぞれ変更してお

ります。 

  

４．連結子会社の中間決算日

（事業年度）等に関する

事項 

連結子会社の中間決算日は、

中間連結決算日と一致しており

ます。 

     同左 連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しており

ます。 

５．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

(イ）時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格等に

基づく時価法 

①有価証券 

その他有価証券 

(イ）時価のあるもの 

同左 

  

①有価証券 

その他有価証券 

(イ）時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日） 

   なお、評価差額は全部資本直入

法により処理しており、売却原価

は移動平均法により算定しており

ます。 

   なお、評価差額は全部資本直入

法により処理しており、売却原価

は移動平均法により算定しており

ます。 

  (ロ)時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(ロ)時価のないもの 

同左 

(ロ)時価のないもの 

同左 

  ②デリバティブ 

時価法 

②デリバティブ 

同左 

②デリバティブ 

同左 

  ③たな卸資産 

(イ)仕掛品 

個別法による原価法 

③たな卸資産 

(イ)仕掛品 

同左 

③たな卸資産 

(イ)仕掛品 

同左 

  (ロ)映像使用権 

 作品毎の映像使用権の金額を

過去の実績に基づいて劇場上映

権、ビデオ化権及びテレビ放映

権の予想収益（利益）に応じて

按分し、権利毎に使用による収

益獲得時に一括償却する方法 

(ロ)映像使用権 

       同左 

(ロ)映像使用権 

同左 

(2)重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法 

①有形固定資産 

同左 

①有形固定資産 

同左 

  ②無形固定資産 

定額法 

②無形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

同左 

  ③長期前払費用 

  ─────── 

③長期前払費用 

均等償却 

③長期前払費用 

  ─────── 

(3)重要な繰延資産の処理方

法 

①新株発行費 

  ─────── 

①新株発行費 

支出時に全額費用処理してお

ります。 

①新株発行費 

同左 

(4)重要な引当金の計上基準 ①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

①貸倒引当金 

同左 

①貸倒引当金 

同左 

  ②賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の賞与支給見込額の

うち当中間連結会計期間の負担

に属する部分の金額を計上して

おります。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、翌連結会計年度の賞与支

給見込額のうち当連結会計年度

の負担に属する部分の金額を計

上しております。 

  ③返品調整引当金 

当社及び一部の連結子会社

は、売上返品による損失に備え

るため、返品予測高に対する売

上総利益相当額を計上しており

ます。 

③返品調整引当金 

    同左 

③返品調整引当金 

    同左 

  ④退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間連結会計期間末にお

ける退職給付債務の額から年金

資産の額を控除した額を計上し

ております。 

④退職給付引当金 

同左 

④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日） 

  ⑤役員退職慰労引当金 

一部の連結子会社は、役員の

退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく当中間連結会

計期間末現在の支給見積額を計

上しております。 

⑤      ─────── 

  

⑤       ─────── 

  

  （追加情報） 

 当社は、平成16年12月開催の取

締役会において、役員退職慰労金

制度の廃止を決議いたしました。

そのため、当期首における役員退

職慰労引当金の全額を取崩し、役

員退職慰労引当金戻入益256,300

千円を特別利益に計上しておりま

す。 

 （追加情報） 

 当社は平成16年12月開催の取締

役会において、連結子会社である

株式会社ギャガ・クロスメディ

ア・マーケティング及び株式会社

キネマ旬報社については平成17年

８月開催の取締役会において、役

員退職慰労金制度の廃止を決議い

たしました。そのため、当連結会

計年度に対応する16,439千円を販

売費及び一般管理費に、その他全

額を取崩し、役員退職慰労引当金

戻入益317,280千円を特別利益に計

上しております。 

(5）重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算

の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間連

結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

(6）重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(7）重要なヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて、特例

処理の条件を充たしている場合

には、特例処理を採用しており

ます。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ヘッジ方針 

将来の借入金金利の変動リス

クを回避する目的で金利スワッ

プを行っており、ヘッジ対象の

識別は個別契約ごとに行ってお

ります。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理の要件に該当するこ

とを事前に確認しており、有効

性の判定は省略しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(8）その他中間連結財務諸表

（連結財務諸表）作成の

ための重要な事項 

イ 消費税の処理方法 

税抜方式を採用しておりま

す。 

  なお、仮払消費税と仮受消費税

は相殺のうえ、流動負債のその他

に含めて表示しております。 

イ 消費税の処理方法 

同左 

イ 消費税の処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

(9) 連結納税制度の適用      ─────── 

  

  

 当中間連結会計期間より連結納

税制度を適用しております。 

  

     ─────── 

  

６．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日） 

固定資産の減損に係る会計

基準 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）が平成16年３月31日に

終了する連結会計年度に係る連結

財務諸表から適用できることにな

ったことに伴い、当中間連結会計

期間から同会計基準及び同適用指

針を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありませ

ん。 

──────  固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する連結会計年

度に係る連結財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当連結

会計年度から同会計基準及び同適用

指針を適用しております。この結

果、税金等調整前当期純損失が

16,594千円増加しております。 



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日） 

（ビデオ化権の売上計上基準及び映像使用権

の評価方法の変更） 

 ビデオ化権のライセンス売上は、従来、販

売契約締結後ビデオソフトメーカーに対し素

材の引渡しが可能となった時点で計上してお

りましたが（素材引渡可能日基準）、前連結

会計年度の下期からビデオソフトメーカーが

ビデオを発売開始した時点で計上する方法

（ビデオ発売日基準）に変更いたしました。 

 また、映像使用権の評価方法は、従来、定

率法による２年償却を採用しておりました

が、前連結会計年度の下期から、作品毎の映

像使用権の金額を過去の実績に基づいて劇場

上映権、ビデオ化権及びテレビ放映権の予想

収益（利益）に応じて按分し権利毎に使用に

よる収益獲得時に一括償却する方法に変更い

たしました。 

 なお、前中間連結会計期間は、変更後の方

法によった場合に比べて売上高が2,747,880

千円、売上原価が3,870,985千円それぞれ多

く計上されております。さらに映像使用権の

評価方法について前期首から同一の会計処理

方法を適用していた場合の影響額6,807,213

千円が前連結会計年度において特別損失とし

て計上されているため、売上総損失、営業損

失、経常損失はそれぞれ1,123,104千円多く

計上され、税金等調整前中間純損失は

5,684,109千円少なく計上されております。 

     ―――――――――――      ――――――――――― 

（外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以降に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱い」（平成

16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に従い、法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が25,219

千円増加し、営業利益が同額減少し、経常損

失及び税金等調整前中間純損失が同額増加し

ております。 

    ――――――――――― （外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以降に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計期間から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（平成16年

２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報

告第12号）に従い、法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び一般管理

費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が66,496

千円増加し、営業利益及び経常利益が同額減

少し、税金等調整前当期純損失が同額増加し

ております。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 

 （自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 

 （自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 従来、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の短期借入金に関

するキャッシュ・フローについては、総額で表示しておりました

が、当連結会計年度より、短期借入金については、期間が短く、か

つ回転が早い項目であるため、純額表示(「短期借入金の純増加額

(△純減少額)」)としております。なお、従来の方法によった場合の

表示は「短期借入による収入」5,100,000千円、「短期借入金の返済

による支出」8,428,292千円となっております。 

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間まで、投資その他の資産の「その他」に含めて

表示しておりました「破産更生債権等」は、資産総額の100分の５を

超えたため、区分掲記しております。なお、前中間連結会計期間の金

額は下記のとおりであります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、営業活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含めて表示しておりました「立替金の増加額」「預り

金の増加額」は、金額的に重要性が高まったため、当中間連結会計期

間より区分掲記しております。なお、それぞれの前中間連結会計期間

の金額は下記のとおりであります。 

 「破産更生債権等」 1,058,040千円 

    

 （中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表

示しておりました「保険解約返戻金」は、営業外収益の総額の100分

の10を超えたため、当中間連結会計期間より区分掲記しております。

なお、前中間連結会計期間の金額は下記のとおりであります。 

 「保険解約返戻金」 3,921千円 

    

 「立替金の減少額」 1,997千円 

 「預り金の減少額」 △149,414千円 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年２月28日） 

前連結会計年度 
（平成17年８月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

26,947千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

31,588千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

28,499千円 

※２．担保資産及び担保付債務 

① 当社は映像使用権の流動化を図るため、

特別目的会社である有限会社シネ・トゥモ

ローとビデオグラム原盤複製頒布契約を締

結して資金を調達しております。当該取引

によって計上された主な資産及び負債の当

中間連結会計期間末残高は以下のとおりで

あります。 

 なお、上記のほか有限会社シネ・トゥモ

ローの金融機関からの借入金1,920,450千

円について、有限会社シネ・トゥモローを

設立したシネ・フェロー有限責任中間法人

に対する基金返還請求権3,000千円に質権

が設定されております。 

  

  

  

② 短期借入金の当中間連結会計期間末残高

のうち、売上債権の流動化の一部を金融取

引として処理したことにより計上された金

額は、368,550千円であり、譲渡対象とな

ったビデオグラム原盤複製頒布契約のう

ち、売上債権が回収された総額が184,800

千円、当中間連結会計期間末時点において

ビデオ発売日が到来していない契約による

将来債権は、183,750千円であります。 

たな卸資産 884,222千円

前渡金  181,944 

短期借入金  1,048,950 

長期借入金 871,500 

現金及び預金 184,800千円

将来債権 183,750 

短期借入金 368,550 

※２．担保資産及び担保付債務 

① 当社は映像使用権の流動化を図るため、

特別目的会社である有限会社シネ・トゥモ

ローとビデオグラム原盤複製頒布契約を締

結して資金を調達しておりますが、当該取

引を金融取引として会計処理しておりま

す。当該取引によって計上された主な資産

及び負債の当中間連結会計期間末残高は以

下のとおりであります。 

  なお、上記のほか有限会社シネ・トゥ

モローの金融機関からの借入金871,500千

円について、有限会社シネ・トゥモローを

設立したシネ・フェロー有限責任中間法人

に対する基金返還請求権3,000千円に質権

が設定されております。 

  

  

  

  

②    ――――――――――― 

たな卸資産 490,726千円

短期借入金 871,500 

※２．担保資産及び担保付債務 

① 当社は映像使用権の流動化を図るため、

特別目的会社である有限会社シネ・トゥモ

ローとビデオグラム原盤複製頒布契約を締

結して資金を調達しておりますが、当該取

引を金融取引として会計処理しておりま

す。当該取引によって計上された主な資産

及び負債の期末残高は以下のとおりであり

ます。 

 なお、上記のほか有限会社シネ・トゥモ

ローの金融機関からの借入金1,920,450千

円について、有限会社シネ・トゥモローを

設立したシネ・フェロー有限責任中間法人

に対する基金返還請求権3,000千円に質権

が設定されております。 

  

 ②    ――――――――――― 

売掛金 954,894千円

たな卸資産 7,743 

前渡金 181,944 

短期借入金  1,048,950 

長期借入金  871,500 

 ３．偶発債務 

 債権譲渡を行った売掛金について、下記

の会社に対し遡及義務を負っております。 

エヌ・ティ・テ

ィ・リース株式会

社 

88,200千円

東銀リース株式会

社 
115,500 

ダイヤモンドリー

ス株式会社 
59,535 

計 263,235 

 ３．   ――――――――――― 

  

 ３．偶発債務 

 債権譲渡を行った売掛金について、下記

の会社に対し遡及義務を負っております。

エヌ・ティ・テ

ィ・リース株式会

社 

88,200千円

計 88,200 

 ４．貸出コミットメントライン契約 

 当社グループは、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行４行と貸出コミット

メントライン契約を締結しております。 

 当中間連結会計期間末における貸出コミ

ットメントラインに係る借入未実行残高は

次のとおりであります。 

貸出コミットメントラ

インの総額 
8,450,000千円

借入実行残高 ――― 

差引額 8,450,000 

 ４．貸出コミットメントライン契約 

 当社グループは、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行10行と貸出コミット

メントライン契約を締結しております。 

 当中間連結会計期間末における貸出コミ

ットメントラインに係る借入未実行残高は

次のとおりであります。 

貸出コミットメントラ

インの総額 
9,600,000千円

借入実行残高 5,820,000 

差引額 3,780,000 

 ４．貸出コミットメントライン契約 

 当社グループは、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行４行と貸出コミット

メントライン契約を締結しております。 

 当連結会計年度末における貸出コミット

メントラインに係る借入未実行残高は次の

とおりであります。 

貸出コミットメントラ

インの総額 
8,450,000千円

借入実行残高 2,873,000 

差引額 5,577,000 



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日） 

※１．販売費および一般管理費のうち主要な

費目および金額は次のとおりでありま

す。 

※１．販売費および一般管理費のうち主要な

費目および金額は次のとおりでありま

す。 

※１．販売費および一般管理費のうち主要な

費目および金額は次のとおりでありま

す。 

役員報酬 110,354千円

給与手当 468,701 

賞与引当金繰入額 81,800 

退職給付費用 12,391 

役員退職慰労引当

金繰入額 
11,229 

業務委託費 159,156 

役員報酬 109,504千円

給与手当 503,360 

賞与引当金繰入額 94,964 

退職給付費用 9,316 

旅費交通費  86,167 

福利厚生費   89,447 

賃借料  108,721 

貸倒引当金繰入額  63,967 

業務委託費  173,510 

役員報酬 199,439千円

給与手当 953,628 

賞与引当金繰入額  66,372 

退職給付費用  24,649 

役員退職慰労引当

金繰入額 
 16,439 

賃借料 179,979 

業務委託費   307,669 

※２．固定資産除却損の内容は次のとおりで

あります。 

※２．   ─────────  ※２．固定資産除却損の内容は次のとおりで

あります。 

建物 26,349千円

器具及び備品  736 

ソフトウェア 138 

    建物 23,885千円

器具及び備品 295 

ソフトウェア 138 

前中間連結会計期間 

 （自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 

 （自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 

 （自 平成16年10月１日 

至 平成17年８月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年２月28日現在） （平成17年８月31日現在） 

 現金及び預金勘定と、現金及び現金同等物

は一致しております。 

 現金及び預金勘定と、現金及び現金同等物

は一致しております。 

  現金及び預金勘定と、現金及び現金同等物 

 は一致しております。 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日） 

１. リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

１. リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

１. リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間連結会計期間末

残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間連結会計期間末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

連結会計年度末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間連結
会計期間
末残高相
当額 
（千円） 

有形固定資産 93,952 61,631 32,321 

無形固定資産 125,406 98,813 26,592 

合計 219,359 160,445 58,914 

  
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

減損損
失累計
額相当
額 
(千円) 

中間連結
会計期間
末残高相
当額 
（千円）

有形固
定資産 

57,674 28,003 8,652 21,018

無形固
定資産 

70,453 57,193 － 13,260

合計 128,127 85,196 8,652 34,278

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

減損損
失累計
額相当
額 
 (千円) 

連結会
計年度
末残高
相当額 
(千円)

有形固
定資産 

76,100 51,331 9,442 15,326

無形固
定資産 

125,406 106,965 336 18,104

合計 201,506 158,297 9,778 33,430

(2）未経過リース料中間連結会計期間末残

高相当額 

(2）未経過リース料中間連結会計期間末残

高相当額 

(2）未経過リース料連結会計年度末残高相当

額 

１年内 34,836千円

１年超 28,309千円

 合計 63,145千円

１年内 21,595千円

１年超 21,980千円

 合計 43,575千円

リース資産減損勘定

の残高 

7,282千円

１年内 25,038千円

１年超 21,417千円

 合計 46,455千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 28,146千円

減価償却費相当額 25,503千円

支払利息相当額 1,273千円

支払リース料 14,082千円

リース資産減損勘定

の取崩額 

2,496千円

減価償却費相当額 12,435千円

支払利息相当額 655千円

支払リース料 47,148千円

減価償却費相当額 42,789千円

支払利息相当額 2,217千円

減損損失 9,778千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の内容 

当中間連結会計期間（平成18年２月28日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の内容 

  前中間連結会計期間末（平成17年３月31日） 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

株式 26,737 180,160 153,423 

合計 26,737 180,160 153,423 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 138,502 

  当中間連結会計期間末（平成18年２月28日） 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

株式 26,737 229,744 203,007 

合計 26,737 229,744 203,007 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 138,502 

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 608,695 

 合計 747,198 



前連結会計年度（平成17年８月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の内容 

  

  前連結会計年度末（平成17年８月31日） 

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

株式 26,737 215,792 189,055 

合計 26,737 215,792 189,055 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 138,502 

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 10,000 

合計 148,502 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

当中間連結会計期間末（平成18年２月28日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通貨 為替予約取引 855,179 839,692 △15,486 

オプション取引 706,790 691,510 △15,279 

合計 1,561,969 1,531,203 △30,766 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

金利 スワップ取引 3,200,000 △152,287 △152,287 

合計 3,200,000 △152,287 △152,287 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

金利 スワップ取引 2,200,000 △86,262 △86,262 

合計 2,200,000 △86,262 △86,262 



前連結会計年度末（平成17年８月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通貨 為替予約取引 129,589 143,209 13,620 

合計 129,589 143,209 13,620 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

金利 スワップ取引 2,200,000 △135,442 △135,442 

合計 2,200,000 △135,442 △135,442 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日）、当中間連結会計期間（自 平成17年

９月１日 至 平成18年２月28日）及び前連結会計年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年８月31日） 

全セグメントの売上高、営業損益に占める映像関連事業の売上高、営業損益の割合がいずれも90％超であるた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日）、当中間連結会計期間（自 平成17年

９月１日 至 平成18年２月28日）及び前連結会計年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年８月31日） 

 在外連結子会社及び在外支店がありませんので、記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日）、当中間連結会計期間（自 平成17年

９月１日 至 平成18年２月28日）及び前連結会計年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年８月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日） 

１株当たり純資産額 △42円05銭

１株当たり中間純損失 91円85銭

１株当たり純資産額 5円14銭

１株当たり中間純損失 4円68銭

１株当たり純資産額 8円00銭

１株当たり当期純損失 72円29銭

なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、１株当

たり中間純損失が計上されている

ため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、１株当

たり中間純損失が計上されている

ため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、１株当た

り当期純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日) 

中間（当期）純損失（千円） 3,887,886 405,263 4,237,225 

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純

損失(千円) 
3,887,886 405,263 4,237,225 

期中平均株式数（株） 42,327,296 86,571,844 58,617,783 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後1株当たり中間（当

期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

旧商法第280条ノ19の規

定に基づく新株引受権１

種類、旧商法第280条ノ

20及び第280条ノ21の規

定に基づく新株予約権１

種類、及び新株引受権付

社債９種類。 

  なお、これらの詳細に

ついては、「新株予約権

の状況」に記載のとおり

であります。 

旧商法第280条ノ19の規

定に基づく新株引受権１

種類 105,000株、旧商

法第280条ノ20及び第280

条ノ21の規定に基づく新

株予約権１種類 

240,000株及び新株引受

権付社債８種類 92,000

株。 

  なお、これらの詳細に

ついては、「新株予約権

の状況」に記載のとおり

であります。 

旧商法第280条ノ19の規

定に基づく新株引受権１

種類 115,000株、旧商

法第280条ノ20及び第280

条ノ21の規定に基づく新

株予約権２種類 

853,716株及び新株引受

権付社債８種類 97,000

株。 

  なお、これらの詳細に

ついては、「新株予約権

の状況」に記載のとおり

であります。 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日） 

（新株予約権の行使による新株式の発

行について） 

 当社は、平成17年６月20日に下記の

ように新株予約権の行使による資金調

達を行っております。 

(1)発行新株式数 
普通株式 

15,338,399株 

(2)発行価額 １株につき金260円 

(3)発行価額の総額 3,987,983,740円 

(4)資本組入額 1,993,991,870円 

─────── 

    

    

    

    

（新株予約権の行使による新株式の発

行について） 

 当社は、平成17年９月12日に下記の

ように新株予約権の行使による資金調

達を行っております。 

  

 （減資について）  

 当社は、平成17年10月26日開催の取

締役会において、平成17年11月25日開

催の第20回定時株主総会に資本の減少

に関する議案を提出することを決議

し、同議案は同株主総会において次の

とおり原案通り承認可決されまし

た。  

 (1）減資の目的    

 当社では業績向上と企業体質の改善

のため全社を挙げて諸施策の遂行に継

続して取り組み、黒字体質が確立され

てきておりますが、累積損失を解消す

るため、抜本的な対策の早期実行が不

可欠であると判断したためでありま

す。  

 (2）減少すべき資本の額    

 平成17年８月期末の当社の資本金の

額14,430,956,810円を13,430,956,810

円減少して1,000,000,000円としま

す。  

 (3）資本減少の方法    

 発行済株式の変更を行わず、資本の

額のみを減少する方法によります。  

 (4）資本減少の効力発生日    

 平成17年12月末を予定しておりま

す。  

(1)発行新株式数 
普通株式  

591,716株 

(2)発行価額 １株につき金260円 

(3)発行価額の総額 153,846,160円 

(4)資本組入額  76,923,080円 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年３月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年２月28日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金 ※２ 5,250,691   1,320,609 1,715,460   

２．売掛金 ※２ 3,660,895   3,052,485 3,385,161   

３．たな卸資産 ※２ 11,511,896   8,266,758 9,609,605   

４．前渡金 ※２ 1,676,681   1,255,278 1,393,501   

５．共同買付立替
金 

  148,069   626,810 85,506   

６．未収入金   1,587,308   3,613,901 1,828,080   

７．その他   594,573   1,263,494 448,195   

８．貸倒引当金   △495,895   △296,537 △233,826   

流動資産合計   23,934,220 94.3 19,102,802 91.1   18,231,686 93.2

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産 ※１ 3,465   3,383 3,208   

２．無形固定資産   22,429   21,072 22,056   

３．投資その他の
資産 

        

  （1）破産更生債 
  権等  

  ―   1,054,100 1,054,100   

（2）その他 ※２ 2,506,064   1,860,203 1,335,799   

（3）貸倒引当金   △1,075,985   △1,074,605 △1,074,605   

投資その他の
資産合計 

  1,430,078   1,839,697 1,315,294   

固定資産合計   1,455,973 5.7 1,864,153 8.9   1,340,559 6.8

資産合計   25,390,194 100.0 20,966,955 100.0   19,572,245 100.0 

          

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年２月28日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．買掛金   4,990,245   2,232,005 2,652,831   

２．短期借入金 ※２ 13,843,900   9,488,000 6,029,150   

３．未払金   1,610,380   879,326 1,702,886   

４．前受金   4,094,774   3,094,116 3,993,075   

５．共同買付預り
金 

  817,767   2,580,914 1,452,654   

６．賞与引当金   59,947   46,956 47,888   

７．返品調整引当
金 

  10,484   5,461 5,342   

８．その他   624,715   1,050,366 865,876   

流動負債合計   26,052,215 102.6 19,377,148 92.4   16,749,705 85.6

Ⅱ 固定負債         

１．長期借入金 ※２ 2,433,000   1,440,000 2,381,500   

２．退職給付引当
金 

  22,886   15,356 16,892   

３．その他   73,276   93,336 87,775   

固定負債合計   2,529,163 10.0 1,548,693 7.4   2,486,167 12.7

負債合計   28,581,379 112.6 20,925,841 99.8   19,235,872 98.3

          

（資本の部）         

Ⅰ 資本金   12,436,964 49.0 1,076,923 5.1   14,430,956 73.7

Ⅱ 資本剰余金         

１．資本準備金   7,000,000   76,923 8,993,991   

資本剰余金合計   7,000,000 27.5 76,923 0.4   8,993,991 46.0

Ⅲ 利益剰余金         

１．中間（当期）
未処理損失 

  22,718,956   1,232,947 23,200,516   

利益剰余金合計   △22,718,956 △89.5 △1,232,947 △5.9   △23,200,516 △118.5

Ⅳ その他有価証券
評価差額金 

  90,995 0.4 120,403 0.6   112,128 0.5

Ⅴ 自己株式   △188 △0.0 △188 △0.0   △188 △0.0

資本合計   △3,191,184 △12.6 41,113 0.2   336,373 1.7

負債資本合計   25,390,194 100.0 20,966,955 100.0   19,572,245 100.0 

          



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    5,973,436 100.0 8,015,081 100.0   13,067,869 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※５  4,608,789 77.2 7,382,758 92.1   10,042,339 76.8

売上総利益    1,364,646 22.8 632,323 7.9   3,025,529 23.2

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

※５  1,095,600 18.3 1,070,832 13.4   2,037,442 15.6

営業利益又は営
業損失(△) 

   269,046 4.5 △438,508 △5.5   988,086 7.6

Ⅳ 営業外収益 ※１  41,025 0.7 74,271 0.9   66,155 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※２  804,701 13.5 253,316 3.1   1,052,869 8.1

経常利益又は経
常損失(△) 

   △494,628 △8.3 △617,553 △7.7   1,373 0.0

Ⅵ 特別利益 ※３  316,895 5.3 429,037 5.4   770,842 5.9

Ⅶ 特別損失 ※４  3,808,425 63.7 293,900 3.7   5,236,484 40.1

税引前中間（当
期）純損失 

   3,986,158 △66.7 482,415 △6.0   4,464,268 △34.2

法人税、住民税
及び事業税 

  4,038 4,038 0.1 △25,035 △25,035 △0.3 7,488 7,488 0.0

中間（当期）純
損失 

   3,990,197 △66.8 457,380 △5.7   4,471,756 △34.2

前期繰越損失    18,728,759 775,567   18,728,759 

中間（当期）未
処理損失 

   22,718,956 1,232,947   23,200,516 

           



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日） 

 当社は、平成16年12月27日及び平

成17年１月11日に合計で14,000,000

千円の第三者割当増資を実施し、株

式会社ＵＳＥＮの子会社となりまし

た。また、金融機関にも引続き支援

をお願いし、収益力の改善及び財務

体質の強化に努めてまいりました。 

 しかしながら、映像使用権等評価

損等の特別損失の計上により、当中

間会計期間において3,990,197千円の

中間純損失を計上した結果、

3,191,184千円の債務超過となり、継

続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。 

 当社は、当該状況を解消すべく、

親会社等による新株予約権の行使に

より、平成17年６月20日に3,987,983

千円を調達したため、当面資金調達

に支障は生じないものと考えており

ます。 

 今後は、中期経営計画（改革プラ

ン）を実施し、ＵＳＥＮグループの

一員として収益力の改善を図り、再

建を目指してまいります。 

 なお、中間財務諸表は、継続企業

を前提として作成されており、この

ような重要な疑義の影響を反映して

おりません。 

 当社は、営業キャッシュ・フローの

マイナスが継続しているとともに当

中間会計期間において営業損失が

438,508千円発生しており、当該状況

により継続企業の前提に関する重要

な疑義が存在しております。 

 当社は、当該状況を解消すべく、金

融機関に引き続き支援をお願いし、

平成18年２月20日付で総額9,600,000

千円のコミットメントラインの契約

の更新を行いました。 

 また、中長期的な経営戦略である

「改革プラン」に従い、買付け作品

を厳選してより利益率の高い作品に

買付・配給を集中させることによっ

てマーケティングの効率化や経費の

削減を図るとともに、近年成長が著

しい邦画作品の自社製作を開始した

ことにより収益力の改善を見込んで

おります。加えて、ＵＳＥＮグルー

プの一員としてＵＳＥＮのサービス

であるブロードバンド無料放送「Ｇ

ｙａＯ」での広告を始めとしたグル

ープ各社のシナジーを最大限に利用

することによって中長期経営戦略で

ある「改革プラン」の達成に向けて

邁進いたします。 

 なお、当中間財務諸表は、継続企

業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を反映し

ておりません。 

  

 当社は、前期において18,146,983千

円の当期純損失を計上した結果、

13,246,865千円の債務超過となり、

継続企業の前提に関する重要な疑義

が生じておりました。 

 当期において平成16年12月27日及び

17年１月11日に合計で14,000,000千

円の第三者割当増資を実施し株式会

社ＵＳＥＮの子会社となり、平成17

年６月20日に親会社等による新株予

約権の行使により、3,987,983千円の

増資を実施しました。 

 また、金融機関にも引き続き支援を

お願いしており、収益の改善及び財

務体質の強化に努めてまいりました

結果、当期末では債務超過は解消さ

れました。  

しかしながら、経営陣を刷新し、ビ

ジネスモデルの変更や社内体制の再

構築を図る過程において過年度の資

産の評価の見直しや整理を進めてい

った結果、映像使用権等評価損等の

多額の特別損失を計上したことによ

って当期において4,471,756千円の当

期純損失を計上する結果となり、継

続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。 

 当社は、このような状況を解消すべ

く「対処すべき課題」に記載のとお

り、買付作品数を厳選し、より利益

率の高い作品に買付・配給を集中さ

せることによってマーケティングの

効率化や経費の削減を図るととも

に、ＵＳＥＮグループの一員として

グループ各社のシナジーを具現化し

て収益力の改善を図ることによって

中期経営計画「改革プラン」の達成

に向けて邁進いたします。  

  なお、財務諸表は、継続企業を前

提として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を反映しており

ません。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

①時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法 

なお、評価差額は全部資本

直入法により処理してお

り、売却原価は移動平均法

により算定しております。 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法 

なお、評価差額は全部資本

直入法により処理してお

り、売却原価は移動平均法

により算定しております。 

  ②時価のないもの 

移動平均法による原価法 

②時価のないもの 

同左 

②時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

①仕掛品 

個別法による原価法 

(3）たな卸資産 

①仕掛品 

同左 

(3）たな卸資産 

①仕掛品 

同左 

  ②映像使用権 

 作品毎の映像使用権の金額を

過去の実績に基づいて劇場上映

権、ビデオ化権及びテレビ放映

権の予想収益(利益)に按分し、

権利毎に使用による収益獲得時

に一括償却する方法 

②映像使用権 

              同左 

②映像使用権 

 同左  

 

 

 

 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 均等償却 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の賞与支給見込額の

うち当中間会計期間の負担に属

する部分の金額を計上しており

ます。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備える

ため、賞与の翌期支給見込額の

うち当事業年度の負担に属する

部分の金額を計上しておりま

す。 

  (3）返品調整引当金 

売上返品による損失に備える

ため、返品予測高に対する売上

総利益相当額を計上しておりま

す。 

(3）返品調整引当金 

    同左 

(3）返品調整引当金 

同左 

  

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、計上しておりま

す。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日） 

  

（追加情報） 

平成16年12月開催の取締役会

において、役員退職慰労金制度

の廃止を決議いたしました。 

そのため、当期首における役

員退職慰労引当金の全額を取崩

し、役員退職慰労引当金戻入益

256,300千円を特別利益に計上し

ております。 

  

  

  

  

  

 （追加情報） 

当社は、平成16年12月開催の

取締役会において、役員退職慰

労金制度の廃止を決議いたしま

した。そのため、当期首におけ

る役員退職慰労引当金の全額を

取崩し、役員退職慰労引当金戻

入益256,300千円を特別利益に計

上しております。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて、特例処

理の条件を充たしている場合に

は、特例処理を採用しておりま

す。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3)ヘッジ方針 

将来の借入金金利の変動リスク

を回避する目的で金利スワップを

行っており、ヘッジ対象の識別は

個別契約ごとに行っております。 

(3)ヘッジ方針 

同左 

(3)ヘッジ方針 

同左 

  (4)ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理の要件に該当すること

を事前に確認しており、有効性の

判定は省略しております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1)消費税の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

なお、仮払消費税と仮受消費税は

相殺のうえ、流動負債のその他に

含めて表示しております。 

(1)消費税の会計処理 

同左 

  

(1)消費税の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日） 

固定資産の減損に係る会計

基準 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当中間会計期間

から同会計基準及び同適用指針を適

用しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

         ────────  固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当事業年度から

同会計基準及び同適用指針を適用し

ております。これによる損益に与え

る影響はありません。  



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日） 

（ビデオ化権の売上計上基準及び映像使用権の

評価方法の変更） 

 ビデオ化権のライセンス売上は、従来、販売

契約締結後ビデオソフトメーカーに対し素材の

引渡しが可能となった時点で計上しておりまし

たが（素材引渡可能日基準）、当期からビデオ

ソフトメーカーがビデオを発売開始した時点で

計上する方法（ビデオ発売日基準）に変更いた

しました。 

 また、映像使用権の評価方法は、従来、定率

法による２年償却を採用しておりましたが、当

期から、作品毎の映像使用権の金額を過去の実

績に基づいて劇場上映権、ビデオ化権及びテレ

ビ放映権の予想収益（利益）に応じて按分し権

利毎に使用による収益獲得時に一括償却する方

法に変更いたしました。 

 なお、当中間会計期間は、変更後の方法によ

った場合に比べて売上高が2,747,880千円、売

上原価が3,870,985千円それぞれ多く計上され

ております。さらに、映像使用権の評価方法に

ついて期首から同一の会計処理方法を適用して

いた場合の影響額6,807,213千円が前連結会計

年度において特別損失として計上されているた

め、売上総損失、営業損失、経常損失はそれぞ

れ1,123,104千円多く計上され、税引前中間純

損失は5,684,109千円少なく計上されておりま

す。 

            ─────────             ───────── 

（外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

15年法律第９号）が平成15年３月31日に公布さ

れ、平成16年４月１日以降に開始する事業年度

より外形標準課税制度が導入されたことに伴

い、当中間会計期間から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従

い、法人事業税の付加価値割及び資本割につい

ては、販売費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費が22,254千

円増加し、営業利益が同額減少し、経常損失及

び税引前中間純損失が同額増加しております。 

            ─────────  （外形標準課税）  

  「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公布

され、平成16年４月１日以降に開始する事業年

度より外形標準課税制度が導入されたことに伴

い、当事業年度から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」 （平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従

い、法人事業税の付加価値割及び資本割につい

ては、販売費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費が60,622千

円増加し、営業利益及び経常利益が同額減少

し、税引前当期純損失が同額増加しておりま

す。  



表示方法の変更 

前中間会計期間 

 （自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 

 （自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

              ───────── 

  

（貸借対照表） 

 前中間会計期間まで、投資その他の資産の「その他」に含めて表示

しておりました「破産更生債権等」は、資産総額の100分の５を超え

たため、区分掲記しております。なお、前中間会計期間の金額は下記

のとおりであります。 

 「破産更生債権等」 1,054,100千円 

    



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年２月28日） 

前事業年度 
（平成17年８月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

16,636千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

15,378千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

15,063千円 

※２．担保資産及び担保付債務 

① 当社は映像使用権の流動化を図るた

め、特別目的会社である有限会社シネ・

トゥモローとビデオグラム原盤複製頒布

契約を締結して資金を調達しておりま

す。当該取引によって計上された主な資

産及び負債の当中間会計期間末残高は以

下のとおりであります。 

 なお、上記のほか有限会社シネ・トゥ

モローの金融機関からの借入金

1,920,450千円について、有限会社シ

ネ・トゥモローを設立したシネ・フェロ

ー有限責任中間法人に対する基金返還請

求権3,000千円に質権が設定されており

ます。 

たな卸資産 884,222千円

前渡金  181,944 

短期借入金  1,048,950 

長期借入金 871,500 

※２．担保資産及び担保付債務 

① 当社は映像使用権の流動化を図るた

め、特別目的会社である有限会社シネ・

トゥモローとビデオグラム原盤複製頒布

契約を締結して資金を調達しておりま

す。当該取引によって計上された主な資

産及び負債の当中間会計期間末残高は以

下のとおりであります。 

  なお、上記のほか有限会社シネ・トゥモ

ローの金融機関からの借入金871,5000千

円について、有限会社シネ・トゥモロー

を設立したシネ・フェロー有限責任中間

法人に対する基金返還請求権3,000千円に

質権が設定されております。 

たな卸資産 490,726千円

短期借入金 871,500 

※２．担保資産及び担保付債務 

① 当社は映像使用権の流動化を図るた

め、特別目的会社である有限会社シネ・

トゥモローとビデオグラム原盤複製頒布

契約を締結して資金を調達しておりま

す。当該取引によって計上された主な資

産及び負債の期末残高は以下のとおりで

あります。 

 なお、上記のほか有限会社シネ・トゥ

モローの金融機関からの借入金

1,920,450千円について、有限会社シ

ネ・トゥモローを設立したシネ・フェロ

ー有限責任中間法人に対する基金返還請

求権3,000千円に質権が設定されており

ます。 

売掛金 954,894千円

たな卸資産 7,743 

前渡金 181,944 

短期借入金  1,048,950 

長期借入金 871,500 

② 短期借入金の当中間会計期間末残高の

うち、売上債権の流動化の一部を金融取

引として処理したことにより計上された

金額は、368,550千円であり、譲渡対象

となったビデオグラム原盤複製頒布契約

のうち、売上債権が回収された総額が

184,800千円、当中間会計期間末時点に

おいてビデオ発売日が到来していない契

約による将来債権は、183,750千円であ

ります。 

現金及び預金 184,800千円

将来債権 183,750 

短期借入金 368,550 

 ②      ―――――――――――  ②      ――――――――――― 

３.偶発債務 

債権譲渡を行った売掛金について、下

記の会社に対し遡及義務を負っておりま

す。 

３.   ――――――――――― 

  

３.偶発債務 

 債権譲渡を行った売掛金について、下

記の会社に対し遡及義務を負っておりま

す。 

エヌ・ティ・ティ・

リース株式会社 
88,200千円

東銀リース株式会社  115,500 

ダイヤモンドリース

株式会社 
 59,535 

計 263,235 

   

    

  
  

エヌ・ティ・ティ・

リース株式会社 
88,200千円

 計    88,200 

    

    

    

４．貸出コミットメントライン契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行４行と貸出コミットメン

トライン契約を締結しております。 

 当中間会計期間末における貸出コミッ

トメントラインに係る借入未実行残高は

次のとおりであります。 

４．貸出コミットメントライン契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行10行と貸出コミットメン

トライン契約を締結しております。 

 当中間会計期間末における貸出コミッ

トメントラインに係る借入未実行残高は

次のとおりであります。 

４．貸出コミットメントライン契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行４行と貸出コミットメン

トライン契約を締結しております。 

 当事業年度末における貸出コミットメ

ントラインに係る借入未実行残高は次の

とおりであります。 

 貸出コミットメント

ラインの総額 
8,450,000千円

 借入実行残高  ─ 

差引額  8,450,000 

 貸出コミットメント

ラインの総額 
9,600,000千円

 借入実行残高 5,820,000 

差引額 3,780,000 

 貸出コミットメント

ラインの総額 
8,450,000千円

 借入実行残高 2,873,000 

差引額 5,577,000 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 231千円 

受取手数料  16,475 

受取利息 281千円 

為替差益 

保険解約返戻金 

9,688 

30,132 

デリバティブ利益 

  

11,219 

  

受取利息 771千円 

受取手数料 

投資事業組合収益 

還付加算金 

和解金等 

25,600 

8,257 

9,987 

8,820 

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 231,111千円 

支払手数料  207,135 

為替差損  72,542 

デリバティブ損失  222,885 

支払利息 128,385千円 

支払手数料 122,723 

    

    

支払利息 369,362千円 

支払手数料 310,664 

デリバティブ損失  207,041 

    

※３．       ─────── ※３．特別利益のうち主要なもの ※３．        ────── 

    関係会社株式売却益 427,781千円     

 ※４．特別損失のうち主要なもの 

映像使用権等評価損 2,705,060千円 

 ※４．特別損失のうち主要なもの 

劇場公開中止損失 288,836千円 

 ※４．特別損失のうち主要なもの 

映像使用権等評価損 3,686,961千円 

※５．減価償却実施額 ※５．減価償却実施額 ※５．減価償却実施額 

有形固定資産 1,828千円 

無形固定資産  3,844 

有形固定資産 314千円 

無形固定資産 4,384 

有形固定資産 2,092千円 

無形固定資産  7,296 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日） 

1．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１.リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１.リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間会計期間末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間会計期間末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間会
計期間
末残高
相当額 
（千円） 

有形固定資
産 

54,466 35,113 19,353

無形固定資
産 

112,789 91,940 20,849

合計 167,256 127,053 40,202

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間会
計期間
末残高
相当額 
（千円）

有形固定資
産 

20,800 10,758 10,041

無形固定資
産 

59,879 50,462 9,417

合計 80,679 61,220 19,459

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

有形固定資
産 

24,921 19,980 4,940

無形固定資
産 

112,789 98,661 14,127

合計 137,711 118,642 19,068

(2）未経過リース料中間会計期間末残高相当

額 

(2）未経過リース料中間会計期間末残高相当

額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 23,329千円 

１年超 19,736千円 

 合計 43,066千円 

１年内 10,574千円 

１年超 10,192千円 

 合計 20,766千円 

１年内 12,932千円 

１年超 8,046千円 

 合計 20,978千円 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 20,912千円 

減価償却費相当額 18,833千円 

支払利息相当額 822千円 

支払リース料 8,215千円 

減価償却費相当額 7,480千円 

支払利息相当額 317千円 

支払リース料 32,668千円 

減価償却費相当額 29,531千円 

支払利息相当額 1,210千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

  

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年８月31日） 

（新株予約権の行使による新株式の発行につ

いて） 

 当社は、平成17年６月20日に下記のように

新株予約権の行使による資金調達を行ってお

ります。 

(1)発行新株式数 普通株式 15,338,399株 

(2)発行価額 １株につき金260円 

(3)発行価額の総額 3,987,983,740円 

(4)資本組入額 1,993,991,870円 

     ─────── 

    

    

    

    

 （新株予約権の行使による新株式の発行に

ついて） 

 当社は、平成17年９月12日に下記のように

新株予約権の行使による資金調達を行ってお

ります。 

  

  （減資について）  

 当社は、平成17年10月26日開催の取締役会に

おいて、平成17年11月25日開催の第20回定時株

主総会に資本の減少に関する議案を提出するこ

とを決議し、同議案は同株主総会において次の

とおり原案通り承認可決されました。   

 (1）減資の目的     

 当社では業績向上と企業体質の改善のため全

社を挙げて諸施策の遂行に継続して取り組み、

黒字体質が確立されてきておりますが、累積損

失を解消するため、抜本的な対策の早期実行が

不可欠であると判断したためであります。   

 (2）減少すべき資本の額     

 平成17年８月期末の当社の資本金の額

14,430,956,810円を13,430,956,810円減少して

1,000,000,000円とします。   

 (3）資本減少の方法     

 発行済株式の変更を行わず、資本の額のみを

減少する方法によります。  

(4）資本減少の効力発生日    

 平成17年12月末を予定しております。  

(1)発行新株式数 普通株式 591,716株 

(2)発行価額 １株につき金260円 

(3)発行価額の総額 153,846,160円 

(4)資本組入額 76,923,080円 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第20期）（自 平成16年10月１日 至 平成17年８月31日）平成17年11月25日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成１７年６月２４日

株式会社 ギャガ・コミュニケーションズ       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 堤 佳史   印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 後藤 德彌  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ギャガ・コミュニケーションズの平成１６年１０月１日から平成１７年８月３１日までの連結会計年度の中間連

結会計期間（平成１６年１０月１日から平成１７年３月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ギャガ・コミュニケーションズ及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１６年１０月１日から平成１７年３月３１日まで）の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１． 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間において3,887,886千円の中間純損失を

計上した結果、当中間連結会計期間末において2,971,834千円の債務超過となり、継続企業の前提に関する重要な疑

義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は、継続企業を

前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年6月20日に新株予約権の行使による資金調達を行ってい

る。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成１８年５月３０日

株式会社 ギャガ・コミュニケーションズ       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 猪瀬 忠彦   印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 早稲田 宏   印 

  当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ギャガ・コミュニケーションズの平成１７年９月１日から平成１８年８月３１日までの連結会計年度の中間連結

会計期間（平成１７年９月１日から平成１８年２月２８日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ギャガ・コミュニケーションズ及び連結子会社の平成１８年２月２８日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成１７年９月１日から平成１８年２月２８日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

  継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、営業キャッシュ・フローのマイナスが継続しているとともに当中

間連結会計期間において営業損失が172,426千円発生しており、当該状況により継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在している。 

  当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は、継続企業を前提として作成さ

れており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成１７年６月２４日

株式会社 ギャガ・コミュニケーションズ       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 堤 佳史   印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 後藤 德彌  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ギャガ・コミュニケーションズの平成１６年１０月１日から平成１７年８月３１日までの第２０期事業年度の中

間会計期間（平成１６年１０月１日から平成１７年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表

及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ギャガ・コミュニケーションズの平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成１６年１０月１日から平成１７年３月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

追記情報  

１． 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当中間会計期間において3,990,197千円の中間純損失を計上

した結果、当中間会計期間末において3,191,184千円の債務超過となり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在

している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は、継続企業を前提として作

成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

２． 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年6月20日に新株予約権の行使による資金調達を行ってい

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

      平成１８年５月３０日

株式会社 ギャガ・コミュニケーションズ       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 猪瀬 忠彦  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 早稲田 宏  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ギャガ・コミュニケーションズの平成１７年９月１日から平成１８年８月３１日までの第２１期事業年度の中間

会計期間（平成１７年９月１日から平成１８年２月２８日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び

中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ギャガ・コミュニケーションズの平成１８年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成１７年９月１日から平成１８年２月２８日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

追記情報 

  継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、営業キャッシュ・フローのマイナスが継続しているとともに当中

間会計期間において営業損失が438,508千円発生しており、当該状況により継続企業の前提に関する重要な疑義が存

在している。 

  当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は、継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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